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【http://www.scp.mext.go.jp】

2004年8月10日

長瀬 利雄

文部科学省
「国際開発協力サポート・センター」プロジェクト

-大学による国際開発協力への参画を支援-
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大学における様々な開発途上国関連の活動

・開発援助機関からのプロジェクト受託
（WB, ADB, JICA, JBIC, IDB, EBRD, …）

契約ﾍﾞｰｽの契約ﾍﾞｰｽの
途上国協力
活動

・JICA研修員受入れ、技プロ参画、専門家派遣
・JBIC審査参加、第三者評価、委員会メンバー

JICA とJICA、JBICと
大学による
途上国協力
活動

・留学生受入れ ・大学間協定に基づく交流
・現地での教育

途上国の
大学・学生との

交流

・NGOなどの活動 ・途上国からの招聘
・個人コンサルタント

大学教員
「個人」による
活動

・各種研究協力
・途上国における研究

各種途上国関連
の研究活動
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大学の契約等による途上国協力促進のメリット

契約による
知的資源の
安定した確保

大学のメリット 我が国ODAのメリット

大学による国際貢献、社会貢献
ｿﾌﾄｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞに関する
国際競争力の強化

（外部資金の導入による）
実践的な教育研究に関する
国際競争力の強化

実地経験を通じた
実践的な人材育成、
国際社会への人材輩出

援助関係者の
裾野の拡大
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「国際開発協力サポート･センター」の事業展開

大学による
組織的対応

約60大学
Phase I:

国内援助機関から

大学又は教員への
委嘱等による協力

Phase II:
国内援助機関から

の受託による協力

Phase III:
国際機関からの
受託による協力

国内全大学 （短大除く）

約700大学
(国立：８７大学、公立：75大学、私立：512大学）
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教員・研究者による対応
約150大学
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（任務）国際機関のプロジェクト受託を目指す
大学への支援活動

・国際機関スキーム等に関する研修

・コンサル企業・ＮＧＯ等、連携先の紹介
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの提案、受託、実施のための研修、助言

（任務）援助機関のプロジェクト受託を目指す
大学への支援活動

・国内援助機関スキームに関する研修

・コンサル企業・ＮＧＯ等、連携先の紹介
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの提案、受託、実施のための研修、助言

（任務）教員・研究者が個人的に対応する大学
が体制強化を図るための支援活動

・大学による途上国協力への理解増進（大学執行部

や教員・関係団体等へのアピール）

・途上国協力に必要な学内体制整備に関する助言

（任務）大学関係者への広報活動

（大学が途上国協力を行う意義等をアピール）

情報や経験不足等により各段階で停滞している大学が

ステップ・アップするため、各種の活動を展開
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契約に基づく大学による途上国協力の中長期展望

Phase 0:

Phase I:

Phase II:

Phase III:

国際機関からの
プロジェクト受託

国内援助機関からの
プロジェクト受託

国内援助
機関から
の委嘱

組織
対応

個人
対応

国内基盤整備 関係者の連携、レベルアップ 国際的な連携

大学ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
検討

経営層の
理解

実務研修
実施

援助機関との
関係構築

国外への
PR

国際ネットワーク
形成

学内の
理解不足

学内体制
整備不足

学内事務
実務能力不足

情報不足
・プロジェクト情報
・援助機関

・連携先 ・途上国

国外での
ＰＲ不足

国際機関からの
プロジェクト受託に
至るまでのハードル

国際機関からの
プロジェクト受託に
至るまでのハードル

ノウハウ
伝授

契約に関する
規程等の検討

実務研修
実施

実務研修
実施
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契約に基づく大学による途上国協力の課題

：
：

契約上の問題
・現行の受託研究契約では大学側が極度に有利で、
開発援助機関等は当然には受け入れ難い。
（現行の受託研究契約ひな型では、経費の「原則一括前払い」等、常識的

に有利であるはずの委託側の企業よりも、受託側の大学が優位に立つ。）

定員・予算上
の制約

・大学教官が協力活動に従事している間の欠員の
発生、教育及び大学運営への影響

学内基盤
・途上国協力に対する理解と評価は？

・外部資金導入に関する意欲と評価は？

・学内の責任体制、意志決定過程は？

援助機関等との
関係

・途上国の開発プロジェクトに関する情報収集や

開発援助機関関係者との連携

・国内外の大学やコンサル企業等との連携

大学の
実務能力

・プロポーザルや契約、報告書類の作成

・海外の機関等との契約等、英語による実務

意欲と関心を持ち、

スタッフに恵まれた

大学においては、

学内体制の整備に

着手することが

期待される。

（国立大学では、

法人化のメリットを

生かした財務・人事

制度等を整備する

とともに、受託に

必要な学内規則を

整えることが必要。）
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援助機関等からのプロジェクト受託方法

大学の状況 現行の枠組

○JICA・草の根技術協力（支援型／パートナー型）
�支援型は協力経験の少ない団体対象（随時募集）。

�パートナー型は年2回の募集。

○JICA・草の根技術協力（支援型／パートナー型）
�支援型は協力経験の少ない団体対象（随時募集）。

�パートナー型は年2回の募集。

○JICA・プロポーザル型技術協力プロジェクト
� JICAが公示するプロジェクトや課題に対して提案を行い、
選定された団体（大学）が委託を受けて実施。

（年1-2回の募集）

○JICA・プロポーザル型技術協力プロジェクト
� JICAが公示するプロジェクトや課題に対して提案を行い、
選定された団体（大学）が委託を受けて実施。

（年1-2回の募集）

○JBIC・提案型調査
�H16年度第１回は6月１日公示。（年4回程度の募集）

○JBIC・提案型調査
�H16年度第１回は6月１日公示。（年4回程度の募集）

○公示案件へのアクセス
�国際機関や国内援助機関のホームページにて随時案件が

公示されています。

�挑戦したい案件があれば、関心表明を提出。応札への

招待がきたら、プロポーザルを作成し、競争（入札）へ。

○公示案件へのアクセス
�国際機関や国内援助機関のホームページにて随時案件が

公示されています。

�挑戦したい案件があれば、関心表明を提出。応札への

招待がきたら、プロポーザルを作成し、競争（入札）へ。

大型案件
につなが
る可能性
あり

国際機関や国内
援助機関の案件を
受注してみたい。

既に芽の出ている

途上国協力を

ＯＤＡプロジェクト化

したい。
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サポート･センター連絡先
【http://www.scp.mext.go.jp】

■文部科学省「国際開発協力サポート･センター」プロジェクト・オフィス

Support and Coordination Project for University Cooperation in International Development

〒162-8677 新宿区若松町2-2 政策研究大学院大学内

TEL.: 03-3356-8031  FAX.: 03-3356-8032

連絡先： 小山内 優 ﾘｰﾀﾞｰ（osanai@scp.mext.go.jp）

原 智佐 （chara@scp.mext.go.jp）

長瀬 利雄 （nagase@scp.mext.go.jp）

船守 美穂 （funamori@scp.mext.go.jp）

畠山 幹子 （hatamiki@scp.mext.go.jp）

■文部科学省・大臣官房国際課国際協力政策室

担当： 行松室長・野田補佐・金光開発協力推進専門官

・竹島係長・白井係長 TEL.: 03-5253-4111 （ext.2606）


